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令和２年職員の給与等に関する報告及び勧告の概要

令和２年11月６日

徳島県人事委員会

【報告及び勧告のポイント】

○ ボーナスを引下げ（△0.05月分）

１ 期末・勤勉手当（ボーナス）について，民間の支給割合との均衡を図るため

0.05月分引下げ（4.50月分 → 4.45月分）

２ 月例給については，別途必要な報告・勧告を予定

Ⅰ 給与に関する事項

１ 職種別民間給与実態調査

企業規模50人以上，かつ，事業所規模50人以上の県内の243民間事業所の中から無

作為に抽出した106事業所のうち，特別給（ボーナス）については，96事業所の協力

を得て調査を実施

２ ボーナスの改定

⑴ 職員給与と民間給与との比較

＜期末手当・勤勉手当（ボーナス）＞

民間の年間支給割合 職員の年間支給月数

4.47月 4.50月

⑵ 改定の概要

職員の年間平均支給月数（4.50月）と，民間の支給割合（4.47月）との均衡を図

るため引下げ 4.50月分 → 4.45月分

民間の支給状況等を踏まえ，期末手当の支給月数に反映

（一般の職員の場合の支給月数）

６月期 12月期 計
令和２年度 期末手当 1.30 月(支給済み) 1.25 月(現行1.30月) 2.55月

勤勉手当 0.95 月(支給済み) 0.95 月(改定なし) 1.90月
計 2.25 月 2.20 月 4.45月

３年度 期末手当 1.275月 1.275月 2.55月
以降 勤勉手当 0.95 月 0.95 月 1.90月

計 2.225月 2.225月 4.45月

⑶ 今回の勧告に基づく改定額

平均年間給与〔行政職〕 本年度 約1.9万円減 ＊行政職平均年齢 44.0歳

⑷ 改定の実施時期

条例の公布日

３ 月例給

職員と民間の４月分の給与額を比較し，必要な報告・勧告を予定
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Ⅱ 人事行政に関する事項

１ 新型コロナウイルス感染症への対応

新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止の最前線で働く職員を始め，新型コロナウ

イルス感染症対策に携わる全ての県職員が県民の安全・安心を確保するため，昼夜を問

わず日々全力で職務に邁進している。
まい

厳しい勤務環境にあっても，誇りと矜持を持って真摯に取り組んでいる職員各位に対
きよう

し，心より敬意を表するとともに，県民のため，引き続き職務に精励いただくようお願

いする。

本県においても大規模災害がいつ起きてもおかしくない状況下にあって，県職員に求

められる役割は，これまで以上に重要なものとなってきており，いかなる事態が発生し

ても，迅速かつ的確に行動が起こせるよう，あらかじめ危機的な事態に対応できる人員

体制を構築しておくことが重要である。

新型コロナウイルス感染症対策では，感染症対策，健康管理等の専門職員数は限られ

ており，心身ともに大きな負担となっている。これまでも，獣医師，総合土木や医療・

福祉職等の専門・技術職の確保のため，様々な取組を行ってきたところではあるが，今

後も適正人員数の確保に向けて職員採用のあり方を一層進化させる必要がある。

また，テレワーク等による勤務実態を十分に検証し，精確な勤務状況の把握，適正な

人事評価等の課題の解消に努め，多様な働き方にしっかりと対応していく必要がある。

さらに，新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響を受け，本年３月以降，超過勤

務時間の著しい増加傾向が続いている状況にある。

新型コロナウイルス感染症対応業務では，臨時的な人員応援体制の構築を図るなど職

員の負担軽減に努めているが，更なる業務の精選や弾力的な人事配置，外部人材の活用

等の取組が求められる。

メンタルヘルスの観点では，職員の心身の健康の保持・増進に向けた取組が重要。

どのような危機的な状況でも，行政サービスが提供できるよう，人材の確保と育成が

重要であり，本委員会としても任命権者と連携・協力して，その責務を果たしていく。

２ 勤務環境の整備

⑴ 超過勤務の縮減等

超過勤務については，昨年４月から，原則，１年につき360時間（例外業務は720時

間）と上限時間を設定し，大規模災害等の特例業務で上限を超える場合は，任命権者

の承認が必要であるとした。

知事部局では，昨年，延べ403人が特例業務の承認を受けており，その要因の整理，

分析及び検証を十分に行い，得られた検証結果を活用し，今後特例業務承認数の減少

に努めることが求められる。

超過勤務の縮減については，本委員会からも任命権者に対し，取組を求めており，

予算編成作業の見直し等の積極的な取組により，昨年度は一定の成果が表れていたが，

本年度は新型コロナウイルス感染症対応等により増加に転じている。

このため，任命権者にあっては，職員の意識改革を含め，テレワークの活用など，

組織全体として業務の合理化等に取り組み，管理職員のマネジメント能力の向上も含

め強化が重要である。

特に，管理職員にあっては，超過勤務の要因を把握・分析し，業務の抜本的な見直

しなど，マネジメント能力の発揮が強く求められる。また，業務改善等の重要性につ

いて職員の意識改革に努め，休暇等を取得しやすい職場環境の整備が必要である。

本委員会としても，労働基準監督機関として必要な指導を行い，任命権者を始めと

する関係機関と連携しつつ，超過勤務の縮減に向けた取組を支援していく。
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⑵ 学校現場における教員の負担軽減

学校現場における教員の長時間勤務の実態が指摘される中，本年３月関係条例等を

改正し，在校等時間の上限時間を設定し，教員の在校等時間の把握に努めている。

昨年度の教員時間外在校等時間の状況調査では，教員の長時間勤務の実態が報告さ

れている。これを受け，本県教育委員会では本年度，教職員研修の抜本的な見直しを

始め，外部人材等の活用を行い，教員の負担軽減に積極的に取り組んでいる。

校長等の管理職員は，率先して業務の効率化等を図り，教員の勤務状況を的確に把

握し，それを踏まえた対策に取り組む必要がある。

今後とも，業務改善や管理職員のマネジメント能力の強化により，なお一層教員の

長時間勤務の是正に向けた実効性のある取組を推進していくことが重要である。

⑶ 職員の健康管理

本県では，病気休職者のうち，精神疾患を原因とする職員が６割を超える状態にあ

り，知事部局では長期病休者数が大幅（H30:62名→R1:96名）に増えている。メンタル

ヘルス対策として，職場内での予防等，復帰支援や再発防止までの取組を適切に実施

していく必要がある。

職員自らの健康管理意識を高め，職員の心身の健康の保持・増進の取組が重要。

また，ハラスメントは，任命権者において要綱等を制定し，多様化するハラスメン

トに適切に対応するための措置等定めたところであるが，職場におけるハラスメント

の根絶に向けた取組の実効性を高めていくことが重要である。

⑷ 職業生活と家庭・地域生活の両立支援

本県では，次世代育成支援対策推進法に基づく特定事業主行動計画を一部見直し，

子育て支援の理解促進と意識醸成に向けた取組を推進している。また，幹部職員が休

暇取得の促進に努め，職員誰もが働きやすい職場環境づくりに取り組んでいる。

さらに，本年８月から利用するパソコンを拡充した在宅勤務や，県庁版サマータイ

ム「あわ・なつ時間」等の多様な勤務時間の導入など，積極的な取組を行っている。

今後とも，任命権者は，取組の成果等を検証し，男性の育児休業を始め制度の活用

・定着を図り，多様な働き方が可能となるよう，勤務環境の整備に努めることが重要。

また，国の不妊治療に対する動向を踏まえ，不妊治療を受けやすい職場環境の醸成

等を図ることが重要である。

３ 多様で有為な人材の確保・育成

人口減少，高齢化の進行やＩｏＴ・ＡＩ・５Ｇ等のデジタルトランスフォーメーショ

ンの進展など，本県を取り巻く環境が大きく変化する中，「新型コロナ」，「人口減

少」，「災害列島」等の課題を正面から受け止め，様々な課題の解決に向け，一人一人

が社会的価値創造の主体となり，周囲と協調して新たな行政課題や県民ニーズに的確に

対応できる人材を育成し，組織力を一層強化していくことが求められている。

即戦力となる優れた人材の確保やＵＩＪターンを促進するため，平成30年度から「県

外社会人枠」の採用試験を実施するとともに，本年度から新たに「就職氷河期世代」を

対象とした採用試験を実施した。加えて，任命権者と連携して，プロモーションビデオ

の活用，採用説明会や保護者を対象とした説明会などを実施，また本年度はネット環境

を利用した「Ｗｅｂ個別相談会」を初めて開催し，採用活動の強化を図ったところであ

り，今後も，オンライン等を活用した取組を推進していくとともに，多様で意欲のある

人材の確保のための方策を検討・実施していく。

人材育成については，職員研修等の職場外研修（ＯＦＦ－ＪＴ）と日々の業務を通じ

て行われる人材育成（ＯＪＴ）の両方を効果的に活用して，能力開発に取り組んでいく

必要がある。
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障がいのある職員の配置に当たっては，本人のプライバシーに配慮した上で，周囲の

職員に障がいの内容や必要な配慮について理解を得るとともに，障がいの特性に配慮し

た必要な措置を講ずることが重要であり，任命権者は，障がいの内容や程度に応じて能

力が十分発揮できるよう，勤務環境の整備を行うことはもとより，具体的な担当業務や

職場のサポート体制等について，これまで以上にしっかりと検討をしていく必要がある。

会計年度任用職員制度については，本年４月に円滑な制度導入がなされたところであ

り，公務の適正な運営を図るため，引き続き適切な運用に努められたい。

４ 女性職員の育成・登用

本県では，本年策定した特定事業主行動計画（第２期）に基づき，女性職員の育成・

登用や働き方改革を更に推進しようとしており，今後とも，女性職員が能力を十分に発

揮し，意欲を持って働けるよう，職場内の更なる意識改革や協力体制づくりを強化する

など，働きやすい環境を整備することにより，同計画を着実に推進していく必要がある。

５ 高齢層職員の能力・経験の活用

公務員の定年の引上げについて，人事院は，本年10月の報告において，定年を引き上

げるための措置が早期に実施されるよう改めて要請を行ったところである。

具体的かつ詳細な制度設計に当たっては国及び他の都道府県の状況の情報収集に努め，

本県の各職務の実情に合わせた制度の適用のほか，完全移行を見据えた段階的措置や，

人事管理の手法も含めた制度のあり方について検討を行うことが重要である。

再任用職員については，今後，職員数の増加とともに在職期間の長期化が進んでいく

中，能力及び経験の活用，モチベーションの保持，適切な勤務形態等，様々な視点によ

る人事面での配慮が求められており，任命権者においては，勤務実態の詳細な分析を行

い，再任用職員を含む全ての職員が働きやすい勤務環境の整備に努められたい。

６ 服務規律の確保

任命権者においては，職員一人一人の高い倫理意識の確立と服務規律の確保の徹底を

図り，不祥事の未然防止に努め，県民の疑念を招くことがないよう，不断の取組を行わ

なければならない。特に，管理職員にあっては，職員とのコミュニケーションを図り，

職員相互に意思疎通のできる風通しの良い職場づくりに取り組むことが重要である。
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＜参考資料＞

人事委員会勧告の仕組み

◇ 人事委員会の給与勧告制度

公務員は，労働基本権が制約され，民間企業のように労使交渉によって給与を決定する
ことができない。このため，その代償措置として，地方公務員法により人事委員会の給与勧
告の制度が設けられている。
この給与勧告は，県職員の給与が社会一般の情勢に適応したものになるよう，国及び他

の地方公共団体の職員の給与や民間の給与などとバランスがとれたものとすることを基本
に行っている。

◇ 給与勧告の流れ

民間給与の調査（職種別民間給与実態調査） 県職員給与の調査

人事院と合同で企業規模50人以上かつ事業所規模50人 全職員（11,670人）を
以上の県内事業所から対象を無作為に抽出して実施 対象に実施
（令和２年は243事業所のうち，106事業所が対象） ※企業職員・技能労務職員を除く。

【主な調査内容】

給与改定や 前年８月から 民間給与 県職員の給与
諸手当の支 当年７月まで
給等の状況 のボーナスの 事務 ・技術関係従業 行政職の職員の

支給状況 員 の ４ 月 分 給 与 の ４ 月 分 給 与 の
実支給額 実支給額

県職員の年間 仕事の種類，役職段階，学歴，年齢が同じ
支 給 月 数 と とみなされるもの同士の平均給与支給額
比較 をラスパイレス方式で比較

各都道府県の 情勢適応の原則に則り 人事院の

動向等 給料表・諸手当の改定内容を決定 勧告

人事委員会勧告

知 事 給与条例改正案を提出 県 議 会


